参考様式
周知措置報告書

	
　　年　　月　　日

　京都府知事　　　　様
　京都府　広域振興局長　様
　京都府　土木事務所長　様

工事主　住所　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　
(電話　　　　　　　　)

　宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和36年法律第191号）第11条又は第29条の規定に基づき、宅地造成、特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の内容を周知させるための措置について、下記のとおり講じたことを報告します。

記



	１　土地の所在地及び地番
	　

	２　周知の方法
	説明会の開催　・　書面の配布　・　掲示及びインターネットへの掲載

	３　周知の期間等
	

	４　周知の範囲
	

	５　周知の内容
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（注意）
１　２欄は、該当する周知の方法に○印を付してください（複数選択可）。
２　３欄は、住民に周知した方法ごとに次の内容を記入してください。
(1) 説明会を開催した場合は、開催することを住民に通知した方法、開催日時及び開催場所
(2) 書面を配布した場合は、全ての周知範囲に対する書面の配布が完了した日
(3) 掲示及びインターネットへの掲載をした場合は、掲示及びインターネットに掲載をした日
３　４欄は、住民に周知した範囲を記入し、かつ、周知した範囲の位置を示す地図等を添付してください。
４　５欄は、周知した内容を記入し、かつ、周知した内容が分かる説明会の写真、資料などを添付してください。


